平成14年11月14日

上牧町議会議長

今中伸行殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文教厚生委員長

 eq \o\ad(堀内英樹,　　　　　　)
14年度常任委員会合同・研修視察報告

　　日　程　　11月5日（火）〜7日（木）2泊3日（別途に行程表あり）

　　宿　泊　　1泊目：ニセコ町・ニセコグランドホテル
　　　　　　　2泊目：小樽市・ホテルノルド小樽

　　訪問先　　第1日：北海道町村会法務支援室
　　　　　　　第2日：ニセコ町役場
　　　　　　　第3日：小樽市青少年科学技術館

　　参加者　　14名

　　　　　　議　員：今中、武田、平井、榊原、堀内、康村、服部、石丸、
　　　　　　　　　　　芳倉、吉川、木内
　　　　　　　同　行：杉田町長

　　　　　　随　行：黒松事務局長、脇屋係長

　　　　　　　（取扱業者：日本旅行大和高田支店）

　　目　次　　北海道町村会法務支援室の研修　　　　2〜3頁

　　　　　　　ニセコ町役場の研修　　　　　　　　　4〜5頁
　　　　　　　小樽市青少年科学技術館の視察　　　　6〜7頁

　　　　　ただし、別途に資料および写真が事務局にて保管されている。

「北海道町村会法務支援室の研修」


　日　時　　　11月5日（火）13時10分〜14時30分

　場　所　　　北海道町村会・会議室にて

　テーマ　　　町村への法務支援について
　北海道町村会には道内178町村が参加しており、北海道庁北隣の北海道自治会館6階に本部を置く。北海道には34市178町村があるが、市部と郡部の人口・世帯など規模の落差は大きい。人口平均は、市部129,549人に対し郡部7.208人、世帯数平均は、市部58,277世帯に対して郡部2,920世帯となっている。（いずれも14年9月末現在の住民基本台帳人口統計による）

　地方分権の推進にあたって、議会や自治体職員における政策形成や条例制定についてのレベルアップが強く求められている。また、法令との抵触や解釈、判例、行政の日常的な法律紛争への具体的な対処など、町村が抱える法務部門の役割は、今後ますます大きくなりつつある。
　そうしたなかで、法務支援室では「町村への法務支援」をＩＴ技術のフル活用することによって行う。こうした全国でも先駆的な取り組みに注目し、今回の研修テーマとして特に取り上げた。永井法務支援室長と大塩主事（白老町からの派遣）から、資料を参考に懇切な説明を受けた。
⑴法務支援室が行う事業について

　目標は、あくまで町村が法務面で自立することに置く。それを支援するために、三つの柱となる事業を行う。

　①情報提供事業…ホームページを活用して、法務に関連した情報提供を行う。
　　北海道でも町村段階でのＩＴ化が急速に進んでいる。その普及度合いは一人
　　1台28.7%、各係に１台16.3%、各課に数台55.1%の割合である。
　　　最新法務情報の提供、例規集データベース化、法務相談事例集、条例論点
　　　比較表（税、情報公開、住民参加）、資料館（論文、基礎知識、用語解説）、
　　　参考図書紹介など

　　　法令支援室ＨＰアドレス：http://houmu.h-chosonkai.gr.jp/
　②法務相談事業…条例制定、法令解釈、訴訟対応などの町村が抱える個別問題
　　に対して、支援専門職員や弁護士、大学教授などが相談・助言する。
　　　条例・規則の制定・改廃、法令との抵触、法令解釈、判例照会、法律相談、

　　　個別問題への対応相談など
　③人材育成事業…町村職員の法務能力のレベルアップを図るため、知識・技術
　　の修得をテーマに研修会を行う。
　　　法制執行概論、条例制定研究、判例研究など

⑵法務支援についての町村のアンケート調査結果
　法務支援室の準備段階（12年12月）で、178町村を対象にアンケート調査を実施した。
　・法務支援室の設置について
　　　希望する97.2％　　その他2.8%

　・情報提供事業についての希望（重複回答可）
　　　他市町村の条例・規則などの情報       30.8%
　　　国の法令や道条例などの情報           28.9%
　　　判例などの判旨                       20.0%
　　　他市町村の条例成果比較情報           18.9%
　・法律相談事業について
　　　条例・規則の制定・改廃についての助言96.7%　　その他3.3%
　・人材育成（研修）事業
　　　研修会の開催58.7%　　人材（講師）の紹介31.2%　　その他10.1%

　・これまでの法務相談先
　　　他町村42.1%　　支庁29.0%　　北海道13.1%　　その他15.8%
　・法務担当課の設置状況について
　　　兼務の係62.9%　　設置していない31.5%　　その他5.6%
　・兼務の係または設置していない理由（168町村）
　　　これまで兼務等で対処できた　　　　　　33.9%
　　　設置したいが職員数の制約がある　　　　33.9%
　　　北海道等に紹介することで間に合った    15.7%
      その他　　　　　　　　　　　　　　　　16.5%
　・例規集の電子情報化について
　　　されていない53.2%　予定している32.6%　されている15.1%
　・条例のﾃﾞーﾀベース化への提供の可否について
　　　ペーパーで59.6%　　CD－ROМで23.7%　　その他16.7%

⑶今後の取り組みについて

　・15年3月には、半数以上の町村で例規集が電子化されるので、ﾃﾞーﾀベース
　　化をさらに充実させる。
　・ﾃﾞーﾀベースの検索機能をさらに強化し、簡単なキーワードで必要な事項を
　　検索できるようにしたい。

「ニセコ町役場の研修」

日　時　　11月6日（水）10時〜11時50分

場　所　　ニセコ町公民館

テーマ　　ニセコ町のまちづくりについて

　ニセコ町は、町民・行政の情報共有化、徹底した住民参加、まちづくり基本条例などで全国的に知られる。これまで上牧町情報公開条例制定段階でも、モデル条例として大いに参考にしたことがあり、かねてから議員研修の要望が特に多くあった自治体の一つである。
　今回そうした経緯から、他団体との合同研修やニセコ町での宿泊など、先方の条件付きであっても、何とか実現させたいとの希望でようやく実現した。合同研修の対象となったのはいずれも地方議会5団体である。当議会のほか、福岡県古賀市、東京都国分寺市、埼玉県半野市、山形県藤島町の各議会であった。
　研修は、野村助役、福田町民総合窓口課長、大野議会事務局長のあいさつと説明を受けた。逢坂町長は3選直後であり、来年度予算方針説明で不参加であった。

⑴ニセコ町の概要
　ニセコ町は、北海道央の西部、後志管内の中央に位置する。東に羊蹄山（1,898ｍ、支笏洞爺国立公園内）、北にニセコアンヌプリ（1,309ｍ、ニセコ国定公園内）の山岳に囲まれている。波状傾斜の多い丘陵盆地を形成し、中央に尻別川やその支流が流れている。

　このため、内陸的気候であり、平均気温は6.3℃で、冬期の最深積雪は2ｍにも達する。ニセコアンヌプリの各スキー場は道内一の評価がある。
　また、ニセコという地名はアイヌ語で「奥深い山と澄んだ川に囲まれた」という意味で、カタカナの町名は滋賀県マキノ町と2個所だけである。
　面積197.13㎢（山林50%、原野30%、農地20%）、人口4,456人、世帯数1,906戸（14年6月30日現在）と過疎が進んでいる。農業と観光を主産業とし、年間観光客は約140万人、100億円の観光収入がある。

⑵ニセコ町のまちづくり
　町づくりのテーマは「住むことが誇りにおもえる町づくり」である。

　そのための目標として次のものを掲げている。
①町民と行政の情報の共有
②行政の透明性の確保
③住民主体の町政の実現

・まちづくりの情報は、町民と行政の共有財産であり、求められる前に提供
　　する。情報公開をより進めたものである。
　　　広報ニセコ、そよかぜ通信（有線放送）、「もっと知りたいことしの仕事」
　　　（予算説明書・全戸配布）
　　　まちづくり懇談会、まちづくりトーク、まちづくり公聴箱、町長への手紙、
　　　こんにちは（おばんです）町長室、まちづくり町民講座
　・透明性の確保については、住民誰もが行政情報にアクセスすること、自由・
　　平等に行政に参加できる権利を保障する。役場の行政情報の開示と説明責任
　　を明確にする。基本的人権を尊重して安心してくらせる地域社会を創ること
　　を基本に置く。
　　　行政手続条例、情報公開条例、個人情報保護条例などの制定
　　　文書管理・保存システム、職員研修による政策法務能力の向上
　・住民参加によって公正で開かれた住民主体の町政の実現をめざす。そのため
　　には首長等が恣意的な判断ができないシステムを構築する。
　　　各種委員会委員の公募、事業別住民検討会議の開催、職員の自由参加
　・これらの集大成として「ニセコ町まちづくり基本条例」を13年12月制定、
　　14年4月1日から施行した。制定までには10年から3年がかりで町内外の
　　協力を得て、今までの事業の体系化と住民の権利の保障をさらに明確にした。
　　　地方分権を進めて行くにあたって、自治の本旨を実践のなかで定着させる。
　　　理念や制度が盛り込まれた総合的な条例である。
　　　時代や社会の変化に対応して、育ててゆく条例でもある。
　　　住民自治＝まちづくりと捉え、権利や役割、ルールなどを定める。

⑶質疑応答から
　・基本条例制定で、ニセコ町の何が変わったのか。

　　　取り立てて変わったものはない。まだまだ成長過程の自治憲法である。
　・基本条例の議会審議は、どうだったのか。
　　　議員16人中5人が反対に回った。
　・市町村合併については、ニセコ町はどんな考えか。
　　　町長はするともしないとも決めていないが、バスにだけは乗り遅れては
　　　ならないとの方針だ。特に小規模自治体の扱いがどうなるのかを注視し、
　　　16年の半ばには答えを出さなければならないと考えている。

「小樽市青少年科学技術館の視察」
日　時　　11月7日（水）9時〜9時45分

場　所　　小樽市青少年科学技術館

テーマ　　体験型の科学技術館について

　小樽市青少年科学技術館は、小樽市の中心街から南の高台、市民会館や図書館などの公共施設が立ち並ぶ一角に位置する。新学習指導要領により、14年度から「総合学習」や「学校週5日制」などが本格的に導入された。これに対して地域はどう対応するのか、そうした問題意識を持って、歴史のある施設として今回の視察に取り上げた。
⑴小樽市青少年科学技術館の概要
　建物延べ床面積は1,795㎡（鉄筋コンクリート造り・2階建て）、昭和38年8月に小樽市の公営施設として開館され、39年の歴史を持つ。
　従って、職員は学芸員も含めていずれも小樽市職員であり、正職員8人、嘱託2人の計10人の体制である。年間予算は、14年度の運営費（人件費を除く）で1,784万円である。
　入館・利用料金は無料で市外の利用者にも開放されている。利用者数は、13年度実績で延べ45,575人となっている。年間営業日を300日として、1日あたりの平均150人余りと、この種の科学施設としては利用度が極めて高い。

⑵科学技術館の施設内容
　科学技術館は1階の展示室と2階のプラネタリウム、実習・実験室からなる。
　1階の展示室は、体験や遊びなどを通して科学の基礎から情報・生活に至る機器がずらりと並ぶ。入り口では話しかけると応答するロボットが置かれ、科学を楽しみながら学ぶ仕掛けがある。基礎では、電圧と電流、人間万華鏡、エアーバスケット、音のしぶきなど。遊びでは、手をたたこう、ビデオエフェクト、コンピュータークロマキー、音のキーボード、影をつくろうなど。情報では、テレビ電話、パラボラ、マイクロウオッチャー、パソコン絵かきなど。生活では、センサー地雷原、地震の実験、ソーラーカー、人力発電、光ハーブなど。大人が遊んでも飽きない魅力がある。
　2階には、宇宙や情報の科学をテーマにした展示物がある。なかでも太陽系の模型は惑星の距離と大きさが手に取るように分かる。小樽市の隣町である余市町出身の宇宙飛行士・毛利衛氏の記念講演も行われた。プラネタリウムは開館当時の旧式であるが、今も現役で使われており、この日も市外からの中学生が総合学習で来ていた。各種の実習・実験室や研修室、パソコン教室などもある。毎週定期的に科学講座が開かれ、児童30人程度が通っているという。

⑶科学技術館の運営について
　科学技術館は、開館以来40年近く経過し老朽化も進んでいるが、今のところ立て替えの計画は決まっていない。今の子供たちは実験や実証に弱い傾向があり、それを補完するためにもこの科学技術館は何とか残してやりたいとのことである。

　1階の展示スペースは、できるだけ体験型を志向しており、子供たちが直接展示装置に触れる機会が多い。それだけに展示装置が故障する度合いも多く、そのためのメンテナンスには想像以上の労力と費用を必要とする。

以　上
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